
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [322,229円]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [90.0]
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定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [24.76人]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [23.2%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [1,417,985円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

浜中町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数
酪農業と水産業を主産業としており、長引く景気低迷により個人・法人関係の減収などから０．１８と類似団体平均を下回っているため、第
４次行政改革大綱（平成１７年度～１９年度）第３次定員適正化計画（平成１６年度～１８年度の３年間で７人減）を策定し行財政改革に努
める。

経常収支比率
職員給与一律１０％削減、公債費の減少、事務事業の見直しなどにより経常経費の削減を図っており、類似団体平均とほぼ同水準となっ
ている。

実質公債費比率
災害に強いまちづくりを目指し防災対策をはじめとし、社会基盤整備の取り組みによる地方債の発行と債務負担行為による支出、特に国
営総合農地開発事業負担金が平成４年度から１８年度まで毎年約３億５千万円と多額であることと、近年の地方交付税の削減による標準
財政規模の縮小によるため類似団体平均を大きく上回っているが、今後は財政健全化計画に基づく地方債発行の抑制に努める。

人口１人当たり地方債現在高
過去２度の津波災害により社会基盤整備が大幅におくれ、特に義務教育施設の非木造化を昭和５７年度から平成１４年度にかけて実施し、
また、産業振興を推し進めたが、今後は地方債発行の抑制に努める。

ラスパイレス指数
平成１７年度は職員給与一律１０％削減を行ったことにより類似団体の中では低い水準にある。

人口１，０００人当たり職員数
行政面積が広く町立診療所（４箇所）、町立保育所（常設２箇所、へき地７箇所）や特に町立高校を有し、また、産業形態が酪農業と水産業
のため担当の人員配置が多くなっているが、定員適正化計画を策定し職員削減に努める。

人口１人当たり人件費、物件費等決算額
行政面積が広く集落が点在しており、小・中学校１５校、町立高校１校等、公共施設も多く、また、町道延長も３８５㎞と長く、これらの維持管
理経費が嵩んでいるところであるが、学校統合などを進め経費の削減を図っていく。


